






















































































































































































（２）　Richtlinie 2004/113/EG des Rates vom 13. Dezember 2004 zur Verwirkli-
chung des Grundsatzes der Gleichbehandlung von Männern und Frauen 



























（４）　Richtlinie 2000/43/EG des Rates vom 29. Juni 2000 zur Anwendung des 





















































































































































































































（２２）　Leitlinien zur Anwendung der Richtlinie 2004/113/EG des Rates auf das 
Versicherungswesen im Anschluss an das Urteil des Gerichtshofs der Eu-






















（２３）　Rechtssache C-236/09（Association Belge des Consommateurs Test-Achats 





























































































（２６）　Schlussanträge der Generalanwältin Juliane Kokot vom 30. 9. 2010. 
Rechtssache C-236/09（Association Belge des Consommateurs Test-Achats 










































































































































































































































（４２）　他の２つの指令は、Richtlinie 2000/78/EG des Rates vom 27. November 
2000 zur Festlegung eines algemeinen Rahmens für die Verwirklichung der 
Gleichbehandlung in Beschäftigung und Berufおよび Richtlinie 2002/73/EG 
des Europäischen Parlaments und des Rates vom 23. September 2002 zur Än-
derung der Richtlinie 76/207/EWG des Rates zur Verwirklichung des Grund-
satzes der Gleichbehandlung von Männern und Frauen hinsichtlich des 
Zugangs zur Beschäftigung, zur Berufsbildung und zum beruflichen Aufstieg 













































































































































































う立法対応を法政策的には疑問だとする見解がある（Gregor Thüsing, in: 
Münchener Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch, Band 1, 15 Aufl., 
2015, AGG §20, Rn.58）。
（４９）　Christian Armbrüster, VersR 2010, 1581（ココット法務官意見に対する批評）






















（５１）　Christian Armbrüster, Benachteiligungsverbot und Rechtfertigungsgründe 






（５２）　Armbrürster, VersR 2010, 1581f.
（５３）　Armbrüster, a.a.O.(Fn.51),S.41；Dirk Looschelders, Das Verbot der gesch-
lechterspezifischen Diskriminierung im Versicherungsvertragsrecht, in: Stefan 
Leible/Monika Schlachter(Hrsg.), Diskriminierungsschutz durch Privatrecht, 
2006, 142f.,151.；Hans Peter Schwintowski, Geschlechtsdiskriminierung durch 



























































（５７）　Armbürster, VersR 2010, 1582.
（５８）　Armbrüster, a.a.O.(Fn.51) S.42,；ders., VersR 2010, 1582；Manfred Wandt, 
Diskriminierung und Versicherung, in: Egon Lorenz(Hrsg.), Karusruher Fo-





























































































（６７）　Armbrüster, a.a.O.(Fn.51), S.39；Schwintowski, VersR 2011,171；Wandt, 
a.a.O.(Fn.58),S.121f.
（６８）　Armbrüster, VersR 2010,S.1581.
（６９）　Armbrüster, a.a.O.(Fn.51),S.34.
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である。たとえば、生命保険のリスクである余命についていえば、性別
は、確かに統計上は関連しているものの、余命に大きな影響を及ぼして
はいない。影響が大きいのは、職業や食習慣など、性別とは必ずしも結
びつかない各人の個別的な要因である。それにもかかわらず、保険者は
性別によって保険料を区別している。一方で、食習慣など保険リスクを
規定する要因を正確に把握するのは困難であり、これらを保険者が保険
リスクを評価するために利用することはできない。他方で、性別は統計
的な関連性を有することから、代数として利用することができる。性別
によって区別されているのは、代数としてリスク評価に利用することが
容易だからである。しかし、このような理由によって、女性と男性で契
約条件を区別することが正当化されることはない。
　これに対して、アルムブリュスター教授は、余命に関しては、性別は
完全な代数ではなくリスクの原因であるとして代数であるかどうかにつ
いても争っているが、これに加えて、代数であるとしても性別の利用を
禁じることに反対している。余命についていえば、性別は原因の一つに
とどまり、食習慣などの個人的な要因が大きな影響を与えている。しか
し、食習慣などの個人的な要因は、それが保険リスクの規定要因である
としても、保険リスクを評価して保険料を算出するための保険数理に用
いることはできない。たとえば食習慣のような個人の行動を確定するの
は極めて困難である。しかも、このような個人の行動は時間の経過によ
っても変化する。保険料は締結時に固定して示さなければならず、可変
的な要因はリスク評価のメルクマールとしての適性がない。それゆえ、
保険契約の原則にしたがってリスクに応じた保険料を設定するためには、
たとえ保険リスクの規定要因でないとしても、統計的に関連するメルク
マールを用いざるを得ない。保険者は使いやすさだけを理由に性別を利
用しているのではない。それにもかかわらず食習慣などのリスク要因を
直接に利用させるならば、保険者に不可能を強いることになり、保険者
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の契約自由を脅かすことになる。
２、保険契約の原則
　リスクを評価するために利用可能なメルクマールが他にないにもかか
わらず、性別の利用を禁じるならば、保険リスクが異なるにもかかわら
ず、女性と男性で保険料を区別することができず、一方にとって保険料
が引き上げられることになる。ココット法務官は、このことを認識しつ
つも、このことによって男女の異なる取扱いが正当化されることはない
とする。この立場においては、統計的に関連するに過ぎない男女の違い
が保険料の区別をもたらすことはそもそも許されないのであり、男女い
ずれか一方の保険料が低くなっているという既存の状況それ自体が問題
なのである。それゆえ、性別による区別を禁止することで、女性または
男性、いずれか一方の保険料が引き上げられるとしても、これは本来あ
るべき状態に戻るだけのことであって、問題視されることではないとい
うことになる。
　これに対して、男女で保険料が同一となることについて、アルムブリ
ュスター教授は２つの問題点を指摘する。第一に、これは、私保険の原
則、つまり保険料等の契約条件を被保険者のリスクに適合させるという
原則に反する。この原則は、保険契約者だけでなく、逆選択を防ぐため
に保険者にとっても重要なものである。この原則に遵わない場合には、
高リスク者ばかりが残る危険がある。加えて、リスクが異なるにもかか
わらず保険料が同一とされる場合には、内部補助の問題も生じる。男女
の保険料が同一とされ、統計上リスクの低い者と高い者とが同じ保険に
加入する場合、この保険料は低リスク者にとって自らのリスクに見合っ
ておらず割高なものとなる。逆に、高リスク者にとって、保険料は自ら
のリスクに比して割安なものとなる。この場合、低リスク者が割高な保
険料を負担することで、高リスク者が補助されることになる。これはも
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はや私保険ではない。確かに、保険は基礎的な生活リスクを保障するこ
とがあるが、私保険である以上は、保険契約の原則が妥当し、リスクに
応じた保険料とすべきである。自らの保険リスクに応じた保険料を負担
するのではなく、保険料を負担する集団内部で、一部の者が割高な保険
料を負担することによって他の者を支援するという連帯の考えに基づく
保障は、公保険（社会保障）の任務である。これは私保険が担うべき役
割ではない。
３、伝統的な男女のロールモデル
　区別を許容する立場と禁止する立場、双方が言及するものとして、伝
統的な男女のロールモデルの変化がある。
　ココット法務官は、こうしたモデルは現代ではあてはまらなくなって
おり、女性もストレスの多い仕事に就いていることから、男女のロール
モデルによって性別をリスクに結びつけることはできないとしている。
他方、アルムブリュスター教授は、職業などのデータを更新することに
よって、かつての男女のロールモデルが妥当しなくなっている状況を、
契約条件に反映させることができるとしている。この点に関しては、い
ずれの見解もそれ以上の検討をおこなってはいない。
４、保険契約において禁止されるべき性別差別
　以上、性別による区別を禁止する立場として、主にココット法務官の
意見と、性別による区別を許容する立場として、主としてアルムブリュ
スター教授の見解とを比較して、両者の対立点を明らかにしてきた。性
別が代数であること、男女で保険料が同一となれば一方が他方を補助す
ることになること、これら２点はいずれの見解も認識している。
　ココット法務官は、性別以外のリスク規定要因の利用が困難であるこ
とも承知し、また一方による他方の扶助をも認識しながら、それでもな
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お保険契約において性別による区別を禁止する。この態度決定を支えて
いるのは、男女の平等がEU法の基本原則であり、２００４年のEC指令も
この原則に整合しなければならない、ということに求められる。その理
由としては、人種と同様、性別も生来的で可変性がない属性であること
が挙げられている。
　これに対して、アルムブリュスター教授をはじめとするドイツの保険
法学説は、性別が代数であることを問題視しない。むしろ、保険契約で
は、保険リスクをもたらす要因であることよりも、統計的に掌握できる
メルクマールであることの重要性を訴える。私保険ではリスクに適った
契約条件を設定することが原則である。これは逆選択を防ぐためにも要
請されることである。生命保険などにおいて食習慣などが余命を規定す
る要因であるとしても、これを事前に正確に把握して、保険料算定に利
用することはできない。この場合に、他に実用可能なメルクマールがな
いにもかかわらず、性別の利用を禁じるならば、保険者はリスクに見合
った契約条件を設定することができない。これは保険者の契約自由を制
限することになりかねない。それでもなお性別による区別を禁止し、女
性も男性も同一の保険料を支払うことになれば、統計上はリスクが異な
ることから、低リスク者が高リスク者を支援することになる。これは連
帯の思想に基づくものであり、公保険が担うべき責務であって、私保険
の役割ではない。たとえ、保険が基礎的な生活リスクをカバーする重要
な財であるとしても、私保険である以上は、保険が成り立つには、私人
間の保険契約の集積が必要であり、保険料はリスクに見合ったものとし
なければならない。こうした理由から、私保険においては代数であれ性
別の利用を規制すべきでないとの立場を堅持する。保険契約において禁
止されるべき差別は他者の侮辱や排除といった恣意に限られることにな
る。
統計に基づく性別による保険料の区別と男女の平等
（ ）４３（甲南法学’ １９）５９─１・２─４３
第４章　おわりに──まとめと残された課題
　生命保険では女性と男性で平均余命が異なることから保険料が区別さ
れている。このように、保険リスクに関して統計上男女に違いがある場
合、保険者は、この違いを保険料に反映させて、女性と男性、それぞれ
のリスクに応じた保険料を設定する。こうした性別による区別は禁止さ
れるべきことなのか。性別による保険料の区別を禁止するとすれば、保
険者の契約自由を制限することになる。これは如何にして正当化される
のか。こうした問題関心から、本稿では、EU法とドイツ法の議論を検
討してきた。本稿の課題に即して、前章までの検討結果をまとめておく。
　まず前提として、次のことを確認しておく。保険者は女性と男性で契
約条件を区別している。これが、他者の侮辱の表れであったり、先行行
為矛盾にあたるならば、私法上許されないことに異論はない。しかし、
統計上の差異を保険料に反映して男女の契約条件を区別する場合、保険
者は、女性又は男性、いずれか一方の性別に属する人を蔑視しているわ
けではない。また、保険者は、はじめから女性と男性で契約条件を区別
したうえで保険商品を提供している。それゆえ、性別による区別が先行
行為に反することもない。
　そこで、この場合にもなお区別を禁止するならば、それは何故なのか
が問われることになる。区別の禁止を支持するココット法務官は、性別
は保険リスクを規定する要因ではなく、その代数に過ぎないことを理由
に掲げる。これに対して、アルムブリュスター教授は、性別が代数とし
て利用される場合であっても、区別を禁止すべきでないと反論していた。
生命保険などにおいて保険者が性別を代数として利用することには理由
がある。余命に大きな影響を与えているのは、性別ではなく、食習慣な
ど被保険者の個人的な要因だとしても、これらの要因を事前に正確に把
握するのは困難であり、しかも事後に変動しうる。そのため、このよう
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な要因を、保険リスクを評価し、保険料を算出するためのメルクマール
として保険者が用いることは極めて困難であり、不可能を強いるに近い。
それにもかかわらず、性別を代数として利用することを禁じるならば、
保険者の自由が過度に制限され、逆選択の問題をもたらす危険がある。
保険契約では、保険料や保険給付はリスクに対応していなければならな
い。これが原則である。この原則に反して、男女で統計的にリスクが異
なるにもかかわらず同一の保険料を支払うならば、保険契約者に逆選択
の行動を誘発することになり、低リスク者の割高な保険料負担によって
高リスク者が補助されることにもなる。
　このように代数であるとしても性別の利用を禁じるならば、逆選択の
危険、そして内部補助の問題が生じる。これらを理由として、アルムブ
リュスター教授は性別の利用を禁止すべきでないと主張する。もっとも、
これらの問題点は、性別による区別を禁止する立場も承知している。コ
コット法務官は、その上で、なお性別による区別を禁止する立場を支持
する。この結論を支えているのは、結局のところ、私人間の契約である
保険契約においても、男女の平等な取扱いが基本権ないし原則として妥
当するのであって、女性と男性で契約条件を違えることは、この原則な
いし基本権に反する、ということである。この論法は、アプリオリに、
保険者の自由よりも、男女の平等な取扱いが優先する原則だという理解
を前提にしている。確かに、性別は生来的であり、改変することができ
ない属性である。しかし、問われるべきは、そのような属性であるとし
ても、男女の平等な取扱いが、保険者の自由を制限する原則ないし基本
権となり得るのか、その実質的な論拠である。保険者も私人であって、
契約自由が承認されている。保険者からすれば、性別という人の属性を
考慮して契約条件を区別するとしても、それは自らの自由の行使であっ
て、逆選択の危険を阻止するためである。男女平等取扱いの原則が、私
人である保険者の契約の自由を制限しても貫徹されなければならないの
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は何故なのか。逆選択の問題を生じさせ、保険契約者の自由な選択を前
提とした市場での効率的な財の配分を阻害するとしても、男女の平等取
扱原則を貫徹しなければならないのは何故なのか。代数だとしても保険
者が性別によって契約条件を区別するとき、保険者は他者を侮辱もして
もいなければ、先行行為に反することもしていない。それでもなお、保
険者の自由を制限することが何故に正当化されるのかが問われているの
である。この点について立ち入った検討は、ココット法務官の意見にも
みられなかった。
　本稿では、保険契約における女性と男性の区別をめぐる議論を検討し
てきた。このような区別が保険契約実務において採られてきたのは、保
険リスクについて男性と女性の間で統計的に違いが存在するからであっ
た。ここで統計が用いられるのは、被保険者各人の保険リスクは予測に
頼らざるを得ないためである。このような予測に依拠すべき状況は保険
契約に限られない。与信契約をはじめ他の契約においても、統計が用い
られ、性別をはじめとする属性によって、契約を締結するか否か、如何
なる条件で締結するかが区別されることがある。これを統計差別と呼ぶ
ならば、本稿が取り組んだ保険契約における性別による区別は統計差別
が問題となる局面の一つにとどまる。それゆえ、保険契約以外の契約類
型にも対象を広げて、統計差別について包括的に検討していく必要があ
る。別稿にて検討することにしたい。
